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１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）

２ 施策の成果状況

成
果
指
標
①

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
②

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
③

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

３ 市民満足度調査の状況

満足度

不満度

重要度

令和 年度6 高松市施策評価表（ 年度分）5 令和 年6

健やかにいきいきと暮らせるまち

支え合い、自分らしく暮らせる福祉社会の形成

生活困窮者等への自立支援
Ｂ

健康福祉局

生活福祉課

087-839-2343

　生活困窮者 　困窮の程度に応じ、最低限度の生活を保障するとともに、
自立を助長する。
　生活保護に至る前の生活困窮者に対して、生活困窮者自立
支援法に基づき早期的な支援を行うことにより、生活困窮状
態からの早期自立を図る。

勤労収入の増加による生活保護廃止率
％

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

6.3 6.8 10.7 22 22

　稼働能力がある被保護者に対しては、ハローワーク等と連携して就
労指導するとともに、被保護者の状況を把握しながら段階的に就労機
会を増やすなど、経済的自立を目指し取り組んだ。
　前年度実績との比較では、３．９ポイント向上したものの、目標を
達成することができなかった。

48.6%

点14

支援プラン作成率
％

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

31 24.3 48.7 50 50

　生活困窮者それぞれの状況に応じて、継続的かつ包括的な支援を実
施するための支援プランを作成し、困窮者の早期自立を促した。
　前年度実績との比較では、相談件数はほぼ同数だったが、支援プ
ランの作成件数が倍増したため、目標をおおむね達成することができ
た。

97.4%

点29

年度3 年度4 年度5 年度5

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
21 21 21 21 22 0 0 0
11.6 9.7 6.3 6.8 10.7

50 50 50 50 50 0 0 0
23.1 31 31 24.3 48.7

21 21 21 21 22 0 0 0
11.6 9.7 6.3 6.8 10.7

50 50 50 50 50 0 0 0
23.1 31 31 24.3 48.7

2021

2022

2023

2023

年度5年度4年度3

59

57

55

14.6

17.4

19.6

位 （ ％）59 14.6 位 （ ％）57 17.4 位 （ ％）55 19.6
18

30

42

19.6

16.8

14.2

位 （ ％）18 19.6 位 （ ％）30 16.8 位 （ ％）42 14.2

44

52

54

61.4

54.2

54.7

位 （ ％）44 61.4 位 （ ％）52 54.2 位 （ ％）54 54.7



４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）3 年度（決算）4 年度（決算）5 年度（予算）6

11,534,720 12,210,958 11,622,447 11,884,706

494,526 497,686 496,783 496,783

12,029,246 12,708,644 12,119,230 12,381,489

　生活保護受給世帯は増加傾向にあり、近年、急速に進む燃料費高騰や物価高などが、生活保護の申請増加に波及することも懸念
されるため、ケースワーカーの充足を図るなど、実施体制の整備が必要である。
　また、生活保護に至る前の生活困窮者の自立支援については、早期支援を実現するため、地域における生活困窮者の把握など、
地域ネットワークを活用した包括的な取組が必要である。

　引き続き、生活困窮者等に対して健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立支援施策を推進することにより、自
立を助長する。
　また、生活困窮者自立支援事業については、ニーズに応じた支援を計画的かつ継続的に行う。

生活困窮者の自立支援

（評価対象外）生活困窮者自立支援事業



基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

生活保護制度の適正な運用

（評価対象外）中国残留邦人生活支援事業

（評価対象外）行旅死亡人等取扱事業

（評価対象外）生活保護扶助事業

（評価対象外）ホームレス自立支援事業


